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序編 行政法の基本原理 

第 1章 行政の基本原理 

２ 行政の基本原理 

２．「法律の（専権的）放棄創造力」の原則 

法律の（専権的）法規創造力の原則とは、国民の権利を侵害し国民に義務を課す法規は国会で定      

める法規のみ。の意 

 

３．「法律の優位」の原則 

法律の優位とは、行政活動と法律が抵触したら法律が優先する。の意 

 

４．「法律留保」の原則 

法律留保の原則とは、「行政活動を行うには法律の根拠を必要とする」の意。 

          この原則に基づき２つの説がある。 

･  全部留保説：全ての行政活動には法律の根拠が必要であるとす   

る。                                   

 →民主主義の理念を重視 

 

・ 侵害留保説：国民の権利、自由を侵害する内容を持つ行政活動につい

てのみ、法律の根拠が必要であるとする。 

          →行政活動の自由性を重視 

 (注意) 授益行為には必ずしも法律の根拠を必要とし

ない。 
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第２章 行政上の法律関係 

２ 私法法規の適用 行政主体と人民との関係を規律する時に私法の適用があるか？ 

かつての学説は「公法」と「私法」とを厳格に区別する『公法・私法二元論』に立っていた。 

しかし、現在では「公法」と「私法」との明確な区別を否定する『公法・私法一元論』が主流になっ

ている。 

よって試験対策上は下記重要判例に於いて、私法の適用があるかないかを覚えるべきである。 

 

（１）民法 177 条の適用の可否 

(最判 S28.2.18) 農地改革と民法１７７条～自作農創設特別措置法 

政府の自作農創設特別措置法に基づく農地買収処分（国が権力的手段をもって大地主や不在地主の農

地を強制的に買い上げるもの）には、民法１７７条の規定は適用されない。 

（私法の適用を否定） 

 

(最判 S31.4.24) 国税滞納処分と民法１７７条  

国税滞納処分による差押えの関係においても、民法１７７条の適用がある。すなわち、国は民法１７

７条の第三者に該当する。 （私法の適用を肯定） 

 

 


